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報を必要とするが，これは通常これ迄の実証研究から採られることが多い
　(文献調査)。　しかし既に発表されている実証研究のモデルが，われわれの
想定するモデルと同じ構造を持つことは少なく，また利用する統計資料も
期間も違うのが普通である。仮定するパラメーター値は分析結果を大きく
左右する上に，カラブレーション法は推定結果を検証する手段を持たない
ので，パラメーター値の選択は一層難しい。
　最後に，政策課題に対する要求が高度化しまた解法アルゴリズムが発展
していくに連れて，応用一般均衡モデルは一層精緻になり大規模になって
いく傾向がある。これは分析の進歩であるが同時に，当該モデルの開発者
にしかそのモデルの動きを理解することは難しくなり，部外者が分析結果
を理解しようとしても非常な困難を感じる状況になる。例えば前に紹介し
たBFSWのＧＥＭＴＡＰモデルはアメリカ税制の大規模なモデルである
が，これに対してblackboxというコメントがある(Rutherford (1989)の。大
変皮肉なことであるが，モデルが精緻化し大規模になる程，結論の直感的
な解釈が求められるようになる。
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わが国の研究態勢は残念ながら遅れている。
　5.今後の課題
　以上，応用一般均衡アプローチの有用性，分析の進め方，普及の障害要
因とその対策を検討してきた。最後にこの分析に対する批判，今後の課題
を紹介して本稿を終わりたい。
　一般均衡分析の理論レベルの困難性として，均衡の一意性の問題がある。
上で説明したように，このアプローチは一種の比較静学を行う。周知のよ
うに比較静学分析が意味を持つのは均衡の一意性が保証されている場合に
限られる。しかし残念ながら，特に生産活動を含む一般均衡モデルの均衡
の一意性を保証する一般的な条件はまだ明らかにされていない。Kehoe
(1984)は一連の研究を通じて指数の理論を利用した一意性の条件を与えて
いるが，その経済的意味付けは難しい。
　応用一般均衡モデル特有の問題としては, Browning(1987)の提起した問
題がある。彼は，｢労働所得税の限界厚生費用の大きさに問する結論の相
違は，分析の枠組み(部分均衡か一般均衡か)によるものではなく，仮定する
パラメーター値の違いによる｣として，応用一般均衡分析の有用性を否定
している。しかしわれわれが経済の均衡状態を価格機構を通じた調整が行
き着く先と考える限り，正しく現実経済を描写する能力については部分均
衡よりは一般均衡の方が優れていよう。したがって例え部分均衡分析と一
般均衡分析の結果が同じになったからといって，応用一般均衡分析の必要
性が否定されたことにはならない。
　問題はむしろ仮定するパラメーター値の選択にある。これは分析の枠組
みが部分均衡であるか，一般均衡であるかに依らない。とりわけ応用一般
均衡分析では前述したように数値的モデルの推定にはカラブレーション法
を利用することが一般的であり，このカラブレーション法では需要関数，
供給関数の関数形を予め想定するなど一部のパラメータ一について先験情
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析の進め方からも気付くように，この分析は利用者に多種多様な知識を要
求する。
　先ず検討すべき政策問題を特定するためには，対象となる分野の理論を
理解しており政策課題を知っていなければならない。また現実の経済の知
識や利用可能な統計資料の情報も必要である。例えば税制改革を分析しよ
うとするのであれば，直接税，間接税など財政学の理論を理解しており，
またわが国の実際の税制に関する知識も必要であろう。そして検討される
税制改革がどういう理由で提案されているかという政策課題や問題背景を
理解した上で，理論モデルを設計しなければならない。 Walrasの一般均衡
モデルに関する理論的知識も当然必要とされる。
　次に数値的モデルの推定に際しては，各種統計資料の分類やカバレッジ
の相違についての知識に加えて，計量経済学あるいはカラブレーション法
などの推定方法に習熟していなければならない。カラブレーション法を利
用する場合にはさらに需要関数や供給関数の弾力性などのパラメーター値
を知っていることが求められる。最後に均衡解を計算する遂次的数値解法
アルゴリズムも理解していなければならない。
　このように要求される知識はさまざまな分野の多様な知識である。財政
学，国際経済学など対象分野の経済理論や一般均衡理論全般に関する知識
は，理論志向の研究者なら持っていよう。また統計資料や推定方法，需要
関数や供給関数のパラメータ一に関する先験情報については実証志向の研
究者が詳しいであろう。解法アルゴリズムについては数理計画法や計算機
科学の研究者の専門分野である。しかし一人でこれらの多様な知識全てを
持つ研究者を探しても，おそらく見つからないであろう。　したがってこの
アプローチを生産的に利用するには，政策分析の理論モデルを設計する
人，数値的モデルを推定する人，効率的な数値解法を開発する人の間で分
業をし，密接な関係を維持することが非常に大切である。 Shoven and
Whalleyを始めとして欧米の主要な研究は共同研究として行われている。
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トを行う。精緻な解法アルゴリズムの必要性は，需要が供給を上回る財の
価格を引上げ反対の財の価格を引下げて価格ベクトルを改訂するという初
歩的なアルゴリズムは必ずしも収束しないという事実から生じている。
Scarf(1960）は，大域的に不安定なWalrasの模索過程の例，すなわち均衡
価格ベクトル以外の価格ベクトルから出発するとその調整過程は何時まで
も収束せず均衡点に決して到達しない例を示している。
　Scarf (1967）の不動点アルゴリズムはScarf自身のその後の研究やその
他の人々の研究によって既に時代遅れになってしまった。現在利用されて
いる遂次的数値解法アルゴリズムは勾配(gradient)に基づくものとそうで
ないものに分類できる。 Ｎｅｗtｏｎ法，ホモトピー法は前者の例であり微分
可能性を仮定する。 Merrill,Eaves, Saigal等の区分的線形化法は後者の例
であり，関数値だけを利用する。
　どちらのアルゴリズムが優れているか一般的には言えない。計算時間
は，前者の方が概して短くなる傾向があるが，後者は有限回の反復の内に
収束が保証されている（しかし非常に多い回数かも知れない）。また前者は，
勾配の情報を利用するので，分析対象となる問題によってはプログラム作
成が面倒になる，線形活動分析あるいは弱い不等式を含むモデルに適用す
るのは難しい，という欠点を持つ。
　再現テストに合格すれば，数値的一般均衡モデルの推定は完了する。い
よいよ経済政策の評価に進むことができる。検討する仮設的政策に応じて
政策パラメーター（ベクトル）を変更し（図１の⑥），政策実施前後の一般均
衡を数値的に求める。得られた政策実施後の均衡解をbenchmark均衡と
比較して，当該政策の評価を行う（図１の⑦）。
　第２節で説明したように，政策評価の枠組みとして応用一般均衡分析は
非常に優れている。それにも関わらず，実際の利用は税制改革の分析など
特定の分野に限られているのが現状である。本節の残りではこのアプロー
チの普及が遅れている理由を明らかにしたい。上で順を追って説明した分
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ラメーターを決定しようとする便法である。しかし先験情報を他の研究に
依存していること，得られたパラメーターの信頼性やモデルの整合性を検
証できないことは利用に際して留意すべき問題である。
　数値的一般均衡モデルの推定作業が終わると，いよいよ遂次的数値解法
アルゴリズムの出番である（図１の⑤）。まずbenchmark均衡の再現テス
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以上の大規模モデルを時系列回帰分析で推定することは，残念ながら資料
の制約により難しい。またこのように多数の部門を持つモデルを推定する
のに十分な長さの時系列の統計データを例え入手できたとしてもタそのよ
うな長い期間には経済構造が大きく変化していると考えられるので，得ら
れる回帰式は当てはまりの悪いものになろう。
　そこで応用一般均衡分析では，計量経済学的手法に代わる手法としてカ
ラブレーション法が広く利用されている。この方法では，予め需要関数と
供給関数（あるいは効用関数と生産関数）の関数形を想定しておく（例えば
Cobb-Douglas,CESなど）。次に基準時点を１つ定め，現実の経済はその時点
において均衡状態(benchmark均衡と呼ぶ）にあったと仮定する。そして想
定した需要関数，供給関数で表わした経済モデルに基準時点のデータを代
入し，その均衡解としてbenchmark均衡が再現されるように，関数パラ
メーターを調整する。
　説明のために，与えられた生産要素を用いて２種類の財Ｊとｙを生産，
消費している経済を図示してみよう。 benchmark均衡としてわれわれが
観察できる基準時点のデータは均衡相対価格ﾀ＊と両財の均衡取引数量
ヱ＊とｙ＊である。すなわち点£＝（ヱ＊，ｙ＊）を通り傾きが夕＊である価格
線AAが観察される（図２）。この時，カラブレーション法の問題は，この
価格線/1λに点£で接する無差別曲線ﾉ＊ﾉ＊と，同じ価格線に同じ点で接
する生産可能性フロンティア7｀＊7｀＊を見つけることである（図３）。利用可
能なデータが一組しかない場合には，この条件を満たす無差別曲線と生産
可能性フロンティアの組合せは無数に得られてしまい, operationalなモデ
ルは構築できない。そこで両関数の形状，すなわち関数形についての先験
的な情報が必要とされる。カラブレーション法では通常，従来の実証研究
の結果を利用して7）先験情報を入手している。
　このようにカラブレーション法は，ただ一組の観察データから未知のパ
－105（30）－
組みにおける理論モデルの設計（図１の①）である。分析目的に応じて経済
制度をモデルに組入れる必要がある。例えば税制改革を検討するのであれ
ば，税制や補助金の仕組みを詳細にしかもモデルに適合した形で組込まな
ければならない。　目的にあったモデルを構築しなければならないので一概
には言えないが，通常，内生変数としては財の価格，需要量，供給量が想
定され，政策パラメーター（例えば税率）や，人口，制度などのその他の与
件は外生変数として扱われる。モデル設計の段階では一般均衡モデルとし
て整合的であること，何よりも先ず均衡解の存在が保証されることを確認
しなくてはならない。
　応用一般均衡分析の目的は経済政策の数量的な評価にあるので，われわ
れはoperationalなモデルを構築する必要がある。ある時点を基準時点に
定め，設計した理論モデルに基づいてその基準時点の実際の経済を描写す
る数値的モデルを推定する。そのためには理論モデル設計と並行して，利
用可能な統計資料を収集しなければならない（図１の②）。場合によっては
入手可能な資料に応じて理論モデルを修正することが必要になろう。
　数値的モデルの推定に必要な統計データがただ１種類で済むということ
はまずなく，通常は複数の統計資料を組合わせて使うことになる。また分
析目的にあった統計は調査，発表されていないかも知れない。したがって
幾つかの原資料を加工して自分の分析目的にあったデータベースを準備す
る必要がある（図１の③）。発表されている統計は，調査主体や種類毎にそ
の分類基準や項目のカバレッジが相違したり，調査時期もずれているのが
普通である。また年次データであっても，暦年と年度の違いがある。デー
タベース準備作業では，基準となる基本的統計を定め，さまざまな相違を
それに合わせて調整する必要がある。
　以上の準備の後に，数値的一般均衡モデルを推定する（図１の④）。推定
方法として通常考えられるのは，時系列回帰分析のような計量経済学的手
法であろう。　しかし説明変数の数が50程度の中規模モデル，あるいはそれ
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あった。解法アルゴリズムの進歩は目ざましく，今日では100を超える変
数を持つモデルの解を容易に計算できるようになっている（計算機の普及と
能力の向上に大いに助けられていることは言うまでもない）。幸いなことに，モ
デル設計に際して，数値解法アルゴリズムが制約となって，実際に取上げ
る問題の種類や規模を決めざるを得ないという事態は過去の話となった。
　4.分析手順と普及の障害
　本節ではフローチャート（図１）を使って応用一般均衡分析の進め方を
順を追って説明し，併せてこの手法の普及を妨げる要因について検討しよ
う。
　検討すべき政策問題が決まったら，最初になすべき仕事は一般均衡の枠
一107（28）－
の間の選択を行う。ただし静学的な生産技術と政府予算のバランスが仮定
されている。　したがってこのモデルの重要なパラメーターは，労働供給の
税引き後実質賃金率に関する弾力性と，貯蓄の税引き後実質資本収益率に
関する弾力性である。
　BFSWが近視眼的予想を想定した将来の資本収益率を含めた将来価格
に関する予想については, Ballard(1983),Ballardand Goulder (1985)が拡張
を試みており，完全予見，有限視野の予見の場合を検討している。将来消
費は合成財とされていること，政府予算のバランスが仮定されているこ
と，生産サイドの動学が欠けていることは，ＧＥＭＴＡＰモデルの限界であ
る。現在これらの限界を克服する努力が続けられている。
　一般均衡モデルの新しい解決アルゴリズムが発展する一方で，それが利
用される経済問題の分野も財政学以外の分野に拡大している。国際経済学
では，規模に関する収穫不変を仮定する場合，貿易障壁に起因する厚生費
用は全体としては税の歪みによる厚生費用よりも小さいことが示され，こ
れ迄の部分均衡分析の結論を支持している。しかし地域ごとの結果につい
ては，交易条件効果の作用のために結論は全く異なることが発見されてい
る。さらに市場が収穫逓増である場合には効果は一層大きくなり，部分均
衡モデルでは十分に分析できないことが分かる。オーストラリアを対象に
したＯＲＡＮＩモデル(Dixon,Parmenter, Suttonand Vincent(1982))はその一
例である。開発計画論や，農業，エネルギー問題にも適用されている。ま
た，価格機構の歪みとして価格統制，硬直性を取上げるモデルも作成され
ており，物価統制の厚生分析が行われている6)。
　応用-一般均衡モデルの設計は，意識しているか否かに関わらず，利用可
能な解法に制約される。初期の遂次的数値解法アルゴリズムの計算能力は
非常に限られたので，20以上の財を持つモデルを解くことはかなり困難で
－108（27）－
た時の均衡解の存在証明と解法アルゴリズムを工夫している。さらに
Shoven and Whalley (1972)では，租税帰着の一般均衡分析の嚆矢とされる
Harberger (1962)モデル3)を批判的に検討し，税により資源配分が歪められ
非効率的になることから発生する効率性費用はHarbergerが考えていたよ
りも大きい(ＧＮＰの１％程度対8一10％)ことを明らかにした。 Shoven and
Whalley (1972),(1973)が応用一般均衡アプローチの始まりと考えられよう。
　彼らの分析は静学の枠組みで行われており，政府予算はバランスしてい
ると仮定される。財政学の分野では，これをきっかけにして, Shoven and
Whalleyモデルの枠組みを借りて分析対象となる国や税の種類の違う多数
の論文が報告された4)。しかし静学モデルを使った租税政策の分析には不
満が残る。というのは法人税統合，投資減税，加速度償却，所得税から消
費税への転換，貯蓄優遇措置など多くの税制改革案は本質的に動学の問題
だからである。 Ballard,Fullerton,King, Shoven, Whalley等は一連の研究
においてShoven and Whalley モデルを動学に発展させたアメリカ税制モ
デルＧＥＭＴＡＰを開発し，1984-86年の包括的税制改革案を具体的に検討
した5)。このＧＥＭＴＡＰモデルが租税政策を分析対象にした動学的応用一
般均衡アプローチの始まりとみなされている。また静学モデルを第１世
代，動学モデルを第２世代と呼ぶことがある(Manne (1985))。
　ＧＥＭＴＡＰモデルの消費選択の構造は３階層になっており，最上段では
現在効用と将来消費の間の選択を行い，中段では現在効用を構成する現在
消費と余暇との選択を行い，最下段では現在消費を構成するさまざまな財
－109（26）－
　3.応用一般均衡分析の展開と利用分野
　一般均衡理論を経済政策評価のための実用的な道具に変えたいという願
望からScarf (1967)は，相補性問題のＬｅｍｋｅ法と不動点定理の証明に利用
されるSpernerの補助命題を合わせて，連続写像の不動点を計算するため
の遂次的数値解法アルゴリズムを開発した2)。
　この手法が開発される以前は，特定の経済政策の実施あるいはその経済
が置かれている環境の変化が均衡価格や取引数量に及ぼす影響を推定する
ためにWalrasの一般均衡体系を利用することは，解析的な２部門一般均
衡モデルや幾何的に解法可能な場合に限られていた。特に国際経済学で
は，２部門における幾何的手法がMarshall以来広く利用されており，政策
効果に関する命題としてはStolper and Samuelson 定理やRybzynski定理
が有名である。
　唯一の例外はGraham (1948)である。同書は国際経済学の大部な著作で
あるが，３国以上，３財以上の場合について需要関数，供給関数の関数形
を特定し実際に均衡解を求める計算例で占められている。Grahamの手法
は冗長な計算を繰返し，試行錯誤の末に均衡解を見つけるものであるか
ら，計算機が普及した最近までこの分野は殆ど発展しなかったのも当然と
言えよう。
　初期の応用一般均衡モデルの殆どは，1950年代，60年代にMeade,
Johnson, Harbergerその他多くの人々によって利用された伝統ある２部門
モデ庁の数値版と考えることができる。Scarfアルゴリズム以前のこれら
の研究では，機能的帰着の問題に加えて税，関税，その他の政策に起因す
る歪みの厚生効果を解析的に調べている。応用一般均衡モデルは同じ枠組
みを使い，効率性や歪みの大きさを数値的に推定している。
　Shoven and Whalley (1973)は，一般均衡モデルに税という歪みを導入し
－110（25）－
と詳細で複雑な側面を組込めることである。例えば，税制の検討に利用す
れば，数種類の税を同時に変更する政策パッケージ（例えばアタリカの1984-
86年に検討されたような包括的税制改革）を取上げ，個々の政策の相互作用を
考察することも可能である。また数ヵ国の同時関税引下や非関税障壁の撤
廃のようなＧＡＴＴの貿易交渉などの複数の参加国の間の政策パッケージ
は，数値的な手法を使わなければ政策立案者に役立つように分析すること
は不可能であろう。
　なお一般均衡の枠組みといっても，均衡点の近傍において超過需要関数
の線形近似を行うアプローチは，政策パラメーターが大幅に変更される場
合や複数の政策手段を組合わせて実施する場合を考察するには不適切であ
る。すなわち政策評価はWalras的な一般均衡体系で行う必要があり，し
かもわれわれの関心はその効果の数量的な分析にあるのであるから応用一
般均衡分析に依らなくてはならない。
　1940年代にLeontiefの投入一産出分析によって始まった数理計画法（線
形計画法，２次計画法，凸計画法，非線形計画法など）も政策志向，計算志向と
いう特徴を持つ。しかし数理計画法と応用一般均衡分析との間には根本的
な相違がある。数理計画法は，生産技術や制度の制約の下で経済全体の目
的関数を最大にする単一の意思決定者がいることを前提としており，集権
的な計画立案の視点に立っている。これは資源配分すなわち経済効率性の
分析には適切であるが，市場経済を構成する複数の主体（のグループ）の間
の財や所得の分配すなわち公平性の問題を考察するには明らかに適さない。
ある国の税制改革案を分析するにせよ発展途上国の所得分配の構造を分析
するにせよ，［誰が何を得るか？］は重要な問題である。
　ひとたび分配の問題の重要性を理解すれば, operationalな形で均衡モデ
ルを構築し不動点アルゴリズムを利用してその数値解を得る応用一般均衡
分析の必要性は自ずと明らかになろう。
－111（24）－
済活動を集計量で捉えるマクロ経済モデルでは政策評価の枠組みとしては
不十分である。また経済政策によってある１つの財の価格が変化すると個
別経済主体の意思決定の変化を通じて他の財の市場需要，市場供給が変化
し，結局全ての財の市場価格が変化することになる。　したがって，その他
の財の価格，取引数量は不変であるという仮定の下に，１種類の財の価
格，取引教皇の変化を取出して分析を進める部分均衡の枠組みも不適切で
ある。
　Walras以来，一般均衡体系が政策評価の枠組みとして理想的であるこ
とは知られていたが，これ迄実際に利用されることは稀であった。それは
従来の一般均衡分析には定性分析に限られるという制約があったためであ
る。上述したように一般均衡理論の基本問題として均衡の存在と言うこと
があり，これ迄の研究の中心は不動点定理を用いた存在証明であった。モ
のため，「均衡は存在するか否か？」という問いに答えることはできても
　「均衡値はいくつか？」という問いには答えられなかった。また経済政策
の効果についても，特定の政策によってある生産者の供給量が増えるか減
るか，あるいはある消費者への分配が増えるか減るかという「変化の方
向」を示すことはできても，どれ程（何％）増えるか減るかという「変化の
大きさ」を答えることはできなかったのである。
　しかしScarf (1967）の遂次的数値解法アルゴリズムはこの制約を打破し，
一般均衡体系における定量分析を可能にし，応用一般均衡分析という新し
い分野を拓いた。すなわち超過需要関数が特定されていれば，これを用い
て均衡価格，取引数量のベクトルを直接計算することができる。そして政
策実施前後の均衡ベクトルを比較すれば，その経済政策が所得分配，資源
配分，経済厚生に及ぼす影響について，その方向だけでなく大きさまでも
数量的に把握することが可能になる。
　応用一般均衡分析の利点は，小さな次元で数値的なシミュレーションを
行わなければならない制約を外し，単純な解析的モデルにおけるよりずっ
　　　　　　　　　　　　　－112（23）－
　もとよりこれはモデルの中の話であって，現実経済そのものの動きでは
ないが，現実にも多かれ少なかれこれと類似したメカニズムが作用してい
ると考えられる。そしてモデルの中で多数の独立した分権的な意思決定が
整合され一般均衡が見出されるメカニズムと類似したメカニズムを通じ
て，現実の価格や取引数量も決定されていると考えることができよう。
　一般均衡理論を使って現実の経済現象を分析するためには，先ず作った
モデルにそもそも均衡点が存在しなければならない。さもなければ現実の
現象をモデルの均衡点に擬して考える試みが空虚になってしまう。そこで
われわれは，モデルに均衡点の存在を保証する，できる限り緩い条件を確
立しておく必要がある。したがってWalrasによって一般均衡体系が確立
されて以来，均衡の存在証明が研究の中心的主題であったのは当然と言え
よう。一般均衡理論は1950年代にArrow, Debreu, McKenzieその他の
人々による存在証明の研究を通じて，抽象的な数理モデルとして精緻化さ
れた。
　このような一般均衡理論は，理論それ自体として興味が持たれるばかり
でなく，経済政策とりわけ政策評価に大きな意味を持ち，経済政策の資源
配分，所得分配への効果を総合的に評価するための理想的な枠組みを与え
る。と言うのは，現実の経済は多数の消費者，生産者から構成されてお
り，それぞれの嗜好，利害は錯綜しているので，ある経済政策が全ての消
費者の効用を高め，全ての生産者の利潤を増やすというParetoの意味で
の改善となることはめったにないからである。またもしPareto改善をも
たらす政策が可能であれば全員一致で支持されよう。
　すなわち特定の経済政策を実行する時，有利になる主体が一方に居れ
ば，他方には不利になる主体も居ると考えるのが現実的である。したがっ
て政策評価の枠組みとして，複数種類の財が生産され取引きされる経済に
おいて，複数の主体が独立に意思決定を行うような状況をモデルとして想
定する必要がある。これは正に一般均衡モデルの描写する世界であり，経
　　　　　　　　　　　　　一113（22）－
は余りに複雑である。また仮にそのような模写が可能であるとしても，無
秩序に複雑な「細密画」がどれだけ有用な情報・知識をわれわれに提供し
てくれるのか疑問である。そこでわれわれは経済モデルを構築し，これを
使って現実の経済現象を解明しようとする。すなわち，なんらかの意味で
現実に似せて作ったモデルの作動を研究することを通じて，現実の現象を
理解し，説明し，さらに将来を予測するために役立てようとするのである。
　Walrasは，消費者の嗜好，生産者の技術を与件として，個別の主体が分
権的に行う意思決定を市場において集計し，価格体系を通じて調整するこ
とにより，経済全体の資源配分と生産物の分配を達成する経済モデルとし
て，以下のような仕組みを考えた。すなわち，選好と初期賦存量が与えら
れている消費者は，市場で成立する価格をシグナルとして効用を最大にす
るような需要，供給を決定する。一方，生産者も市場価格をシグナルとし
て与えられた技術の下で利潤を最大にするような需要，供給を計画する。
このように分権的に行われた個々の主体の意思決定が，経済全体として相
互に整合する保証はない。つまり，個別の需要・供給を全ての主体につい
て集計して得られる各財の市場需要と市場供給が常にバランスするとは限
らない。
　市場において需要が供給を上回る（すなわち正の超過需要が生じる）財の価
格はこれを引上げ，反対に供給が上回る（超過需要が負になる）財の価格は
引下げるというように，超過需要の大きさに応じて伸縮的に価格は調整さ
れるものとしよう。改訂された価格ベクドレが発表されると，各主体はこ
れをシグナルとして自己の需要，供給計画を変更する。そしてもしある価
格ベクトルの下で全ての主体の意思決定が整合するならば，すなわち市場
における集計的な需要と供給のバランスが全ての財について同時に成立す
るならば，それが一般均衡であり，その時初めてこれらの個別計画は相互
に整合し同時に実行することが可能になる。そして価格の調整過程は停止
する。
　　　　　　　　　　　　　－114（21）－
な行動を制約するという，価格機構への全面的な依存にあり，政策変更の
資源配分に及ぼす影響を，どの主体が得をし誰が損をするかという水準で
評価することを可能にする。このような政策の衝撃は，実証的マクロモデ
ルでは十分に判定することはできないという意味で，これは経済政策評価
に理想的な枠組みを与えるものである。
　Scarf (1967）は，数値的な一般均衡モデルの均衡価格ベクトルを近似する
遂次的数値解法アルゴリズムを発表した。現実の経済を一般均衡体系とし
て捉え市場で成立するさまざまな関係を数式を用いて表現した実証モデル
に，このアルゴリズムを適用すれば均衡価格や取引数量を数値的に計算す
ることが可能になる。また例えばある経済政策の効果を評価する場合に
は，政策実施後の新しい均衡解を同じように求め，政策実施前後の均衡価
格，取引数量を比較するという作業を通じて，政策の効果を数量的に判断
できるようになる。これによって初めて政策評価を科学的に行うことが可
能になったと言っても過言ではない。
　政策評価を目的として, operationalな一般均衡モデルを構築し政策やそ
の他の与件の変化の効果を判定する「数値的な手法」(Keller (1980））は，一
般均衡理論の中に「応用」一般均衡分析と呼ばれる新しいアプローチを確
立した。解決アルゴリズムの進歩，計算機の普及，計算能力の向上によっ
て，政策志向，計算志向という２つの特徴を持つこのアプローチの重要性
はますます高まっており，モデルの大規模化，精緻化を促している。本稿
はこのような応用一般均衡分析を紹介することを目的としている。次節で
このアプローチの特徴を説明し，第３節では利用状況を説明する。第４節
では分析手順と普及を遅らしている障害を検討し，最後に第５節で残され
た課題をまとめる。
　2.政策評価の枠組みとしての一般均衡体系
　われわれが日常観察する現実経済の動きは，それをそのまま模写するに
　　　　　　　　　　　　　－115（20）－
　　　　　応用一般均衡分析の進め方
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小　平　　裕
　　1.イントロダクション
　　2.政策評価の枠組みとしての一般均衡体系
　　3.応用一般均衡分析の展開と利用分野
　　4.分析手順と普及の障害
　　5.今後の課題
　1.イントロダクション
　最近，経済政策を評価する手法として応用一般均衡分析applied gener-
al equilibriumanalysis"と呼ばれるアプローチが研究されている。本稿の
目的は，この新しい分析手法の優れた点や進め方を紹介し，その利用を一
層促すことである。
　応用一般均衡分析の基本的な考え方は, Walrasの一般均衡体系を，抽象
的な数理モデルから現実経済の実際的なモデルに変換して，具体的な経済
政策の選択肢の評価に利用することである(Scarf (1987))。ここで応用一般
均衡分析とは，分析目的に適切な均衡体系を開発すること，現実経済の
データから，生産や需要のパラメーターを特定して数値的な一般均衡モデ
ルを推定すること，次に数値解法アルゴリズムを使ってこのような実証的
裏付けをもつモデルの均衡解を求めること，そして最後に得られた結果を
解釈することという一連の作業を指している。
　Walrasの一般均衡体系の特徴を一口で言えば，市場で成立する価格を
個々の財の稀少性のシグナルとして考え，それによって個別主体の分権的
－116（19）－
